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1　日本では、紛争解決の手段としては、訴訟の他に裁判所における調停、仲裁
及び民間の調停を中心とした紛争解決機能が存在するが、いずれも大きく機能
しているとは言いがたい状況が見受けられる。後述するように、最近の地方裁
判所及び簡易裁判所における第一審の新受件数、簡易裁判所の調停受理件数は
ともに微減の傾向にあり（日弁連　弁護士白書 2020 年版 p120）、仲裁及び民
間の調停を中心とした紛争解決機能も増加傾向にあるとはいえない（日弁連・
仲裁ADR統計年報 2020 年版　p1～14）。
　本稿においては、現況を把握した上で、調停制度の課題を考察するものであ
る。
2（1）民事訴訟の第一審（地方裁判所・簡易裁判所）の新受件数訴訟の推移は
図 1のようである1）。
　2020 年 1年間における民事訴訟の第一審の新受件数は、地方裁判所・簡易
裁判所あわせて 442,789 件であった。簡易裁判所では、2004 年 4月に事物
管轄が 140 万円に引き上げられたことから受理件数に増加が見られるが、
2009 年を境に減少しており、近時はほぼ横ばいで 2020 年は 309,362 件であ
る。2009 年まで増加していたのは、金銭を目的とする訴えのうち過払金等事
件（貸金業者に対する過払金返還請求訴訟等）の影響を受けているとされる。
地方裁判所では、それに加えて、同年人事訴訟が家庭裁判所に移管されたが、
これらの影響をほとんど受けることなく 2009 年まで緩やかに増加し、その後
2004 年の新受件数に近いところまで減少した後横ばい状態であり、2020 年
は 133,427 件であった。
　他方、高等裁判所・地方裁判所・簡易裁判所における民事調停の新受件数の
合計は 2020 年に 30,723 件であり（表 1-1）2）、そのうち簡易裁判所における
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図 1　民事第一審通常訴訟新受件数の推移（地方裁判所・簡易裁判所）
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調停の新受件数は図 1によれば 26,390 件である。新受件数は 2003 年に爆発
的に増加しているが、これは 2000 年 2月に「特定債務等の調整促進のための
特定調停に関する法律」により債務整理の促進を目的とする特定調停制度が導
入されたことによる。特定調停事件はその後漸減し、それとともに同調停を管
轄する簡易裁判所の新受事件数も緩やかに減少の傾向にある。簡易裁判所の調
停件数は全調停新受件数に対し 8割以上を占めている（図 1と表 1-1）ため、
簡易裁判所での事件数の推移が、そのまま調停全体の事件数の推移に通じてい
るといえる。
　このようにしてみると、近時の日本においては、通常の民事訴訟も、調停も、
緩やかに減少の傾向にある。
　（2）司法制度改革の一環として、国民が利用しやすい裁判制度をめざして法
曹人口の増加がはかられ、2006 年の新司法試験から合格者が増加しており、
それによって特に弁護士人口が飛躍的に増加してきた（図 2）。
　しかしながら、弁護士の増加と訴訟・調停の新受件数とは反比例している。
2010 年の地方裁判所事件総数は 227,439 件で、弁護士選任率 76.7％では
174,445 件に弁護士が選任されたことになる。同様に 2020 年は事件総数
122,749 件の 91.5％に弁護士が選任されてはいるが、件数としては



§ 2　民事調停事件
表1-1　（1）全事件

表 1-2　（2）特定調停事件（内数）
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112,315 件であり、弁護士選任件数は減少している（図 3）。
　簡易裁判所においても、2010 年の事件総数は 624,443 件で、弁護士選任
率 23.1％では 144,246 件に弁護士が選任されたことになり、同様に 2020
年では総数 297,142 件の 21.1％で 62,696 件に弁護士が選任されたことに



弁護士白書 2021 年版 p39

図 2　弁護士数の推移（1950 年～2021 年）
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図 3　民事第一審通常訴訟事件の弁護士選任率の推移（地方裁判所）
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なって、同様に弁護士選任件数は減少している（図 4）。
　調停においても同様に見てみると、図 5は地方裁判所の調停の既済件数
のうち弁護士がついていた場合の推移である。一番既済が多かった 2011 年
には、総数 11,935 件に対し、申立て人側には 1,092 件に、相手方には 799
件に弁護士がついていた3）。2019 年までは弁護士がつく割合が増加傾向に
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図 4　民事第一審通常訴訟事件の弁護士選任率の推移（簡易裁判所）
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図 5　民事調停事件における弁護士選任率の推移（地方裁判所）
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あったが、2020 年ではまた少し減少しており、申立人側 1,196 件、相手方
1,079 件となって、件数的には 2011 年頃と大差ない。
　簡易裁判所調停事件では、一番既済が多かった 2003 年で見ると、総数
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図 6　民事調停事件における弁護士選任率の推移（簡易裁判所）
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604,817 件のうち特定調停は 527,762 件であり調停のほとんどを占めてい
る。同年の既済調停事件での弁護士選任件数は、申立人は選任率 3.8%で
22,983 件、相手方は選任率 1.7%で 10,281 件であり、多くの割合を占め
る特定調停は本人が申立てる場合がほとんどであるため、簡易裁判所調停事
件全体のうち弁護士の代理人がついた割合が低くなっている4）。その後弁護
士をつける割合が上昇しているが、調停事件数が減少したため、2020 年で
は図 6中の選任率の割合となって、申立人側 9,731 件、相手方 6,337 件で
あり、弁護士のついた事件数が減少していることがわかる。また日本の民事
調停の多くが簡易裁判所で行われているから、裁判所における調停での弁護
士選任状況の傾向も同様であるといえる。

　（3）以上のとおり、司法改革によって弁護士が増加したからといって、裁判
所における訴訟及び調停の事件数に全くといってよいほど影響を及ぼしてい
ない。
　一方で、両当事者の合意ができず調停が成立しないときに、紛争の解決を
望む場合は訴訟を提起せざるを得ないということもあって、当初から調停を
敬遠する場合もあることから、紛争解決手段としては訴訟が非常に高い割合
を占めていることになる。しかし、訴訟は、時間と費用がかかることが難点
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として指摘されており、1999 年の司法改革を経ても、依然として訴訟を選
択できない場合もある5,6）。社会が複雑化し、法化社会といわれるようにな
って、紛争が減少する要因は認められないにもかかわらず、裁判所を利用し
た解決手段に訴えないということは、結果的に紛争の潜在化を発生させるこ
とになった。

　（4）そこで、司法改革においては、潜在化している紛争の解決手段の一つと
して、ADRが、国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう、その
拡充、活性化を図るべきである（司法制度改革審議会意見書　2001 年 6
月）とされ、2007 年 4月 1日に裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する
法律（いわゆるADR法）が施行されるに至った。その後、裁判外紛争解決
手続を担う民間の組織が多数誕生し、法務大臣による認証を得た機関につい
ては法務省によって活動が公表されているが、順調に利用されている組織は
数少ない。2019 年 4月から 2020 年 3月までの認証機関全体の新受件数は
1,087 件（160 事業体）で、一番多い愛知県弁護士会でも 164 件に過ぎな
い7）。また、全体の受理件数の推移は表 2のとおりであり、平成 30年・31
年には増加しているが、全体的にはほぼ横ばい状態である8）。
　以上の次第で、図 1のとおり第一審訴訟新受件数は 2009 年を頂点として
多少の減少傾向がみられる。一方、前掲 3ページの表のとおり、民事調停
新受件数は 2003 年を頂点としてかなりの減少傾向がみられ、2003 年に対
し 2020 年は約 5％にすぎない。紛争がないとか減少したというのでもなく、
ADRも活発でないということは、日本社会はことを荒立てた紛争の解決を
望まない特徴をもつと結論づけられるのか、それとも、日本のADRの法的
構造が不十分なシステムであるからなのか。日本のADRシステムに問題が
あるとすればそれはどこにあるのかが、実態の分析を通してあきらかにされ
なければならない。これが現在の課題となっている。

3　ADRの課題
　法曹人口増にもかかわらず、従来型の典型的な紛争解決手続（訴訟事件等）
は減少傾向にあるが、解決手段を選択するに当たっての情報不足は否めない。
ADRの開始前、ADR、裁判の各段階での情報伝達や連携が不十分であり、繰
り返し同じやりとりをしなくてはならないことも敬遠される一因となっている。
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また、従来の手続は、電話・対面が中心であり、近時のパソコンやスマートフ
ォンなどのメールに慣れ親しんだ世代にとっては、アクセスや利便性の悪さも
指摘される。日本のADRについては、ADR法附則 2条では、「政府は、この
法律の施行後 5年を経過した場合において、この法律の施行の状況について
検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講
ずるものとする。」としており、2012 年から種々の提言がなされてきている9）。
その一部は現実に反映されたものの、法改正は時期尚早だとして見送られてき
たが、法務省は、法施行 10年経過後にADRの拡充・活性化に向けた取組を
発表し10）、日本ADR協会は 2018 年 4月 25 日、改正に向けた提言を法務大
臣に提出した11）。
　しかし、上記提言の中で、現行法下では、ADRで成立した合意に違反して
も強制執行ができないこと、ADRが申し立てられても、相手方が手続に同意
せずADRを行えない場合が 3割強あること、ADRと訴訟は峻別されている
こと、ADR事業者の多くがボランティア的に活動していて、ADRによる収入
はほとんど得られていないことなどの問題点が指摘されており、これらは法改
正に向けた提言の対象となっているが、なお究明すべき問題点が多い。たとえ
ば、ADRを申し立てる以前の相談を申立てに結びつけるための工夫、時効完
成猶予効の発生時点を明瞭にするための記録の整備方法、ADRが成功しなか
った場合の訴訟へのつながり方、訴訟におけるADRにおける情報の利用の可
否、インターネット等を利用した申立て方法など、改善の余地はあると思われ
る。さらに、前記改正提言は認証を得たADRを対象としているが、認証を得
ていないADR事業体については議論されていない。現行法下では認証を得ず
に独自色を重視してADR事業を行う団体の併存を前提としている以上、この
ような個々のADRの特性や自主性に配慮しつつ、ADR法で指摘されている
問題点を解消できる道を探るべきである。
4　そこで、以上の課題への対策の 1つとして、オンラインによる紛争解決手段
が検討されることになるが、多様な当事者の電話利用度の多寡・IT 習熟の程
度・利用環境（アナログかデジタルか）を考えると、一律の環境整備をはかる
ことは容易ではないと言わざるをえない面がある。
　筆者は、短期間であるが、社会のオンライン化が進む一方、ADRが活用さ
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れているアメリカのADRを見聞したので、まずその状況を紹介したい。
　（1）アメリカにおいても、ADRによる紛争解決は、商取引上の紛争や労働事
件についての仲裁など 1970 年代ころから盛んに議論されるようになったが、
文字どおり訴訟手続とは別個の紛争解決手続と解されていた。その萌芽とな
ったのが、1960 年代に各地で始まった隣人紛争解決センターなどのコミュ
ニティーに基礎を置く非営利型ADRである。ADRは、近年になって、訴
訟爆発ともいわれる訴訟件数の増加などによって急速に広がってきているが、
訴訟付属型� ADR（Court-annexed　ADR）も、1990� 年の民事司法改革法
（Civil�Justice�Reform�Act）で、連邦裁判所が各州の地方裁判所に民事裁判
の費用増加と遅延に対する対策プランの実施、策定を求めたなかで、訴訟付
属型ADRの採用を検討項目として命じた結果、急速に普及している。

　（2）アメリカにおける�ADR�は大きく訴訟付属型で行われるものと、これとは
独立して民間で行われるものとがある12）。訴訟付属型で行われるADRにつ
いては、ほとんどの連邦地方裁判所が何らかの形のADRを設置したり、私
的に成立していたADRを訴訟手続の一部として導入したりしている。この
場合、裁判官が中立的第三者になる場合と裁判官以外の者が中立的第三者と
なる場合があり、さらに後者の場合には報酬を得る場合とボランティアとし
て行う場合とがあるなど多様である。これに対し、日本では、訴訟付属型
ADRといえるものは、訴訟上の和解、起訴前の和解、民事調停、家事調停
などであろうが、仲介者が裁判権を持つか否かの違いはあるにしても相互に
似たような手続である点に違いがある。なお、日本では公害等調整委員会の
ような行政機関が提供する� ADRが一定の役割を果たしており、裁判所が原
因裁定を嘱託することで訴訟に結びつく場合があるが、このような行政機関
による�ADR�はアメリカでは非常に少なく、少なくとも公害紛争あるいは環
境紛争の分野で公害等調整委員会に該当する機関は存在しない。
　また、訴訟付属型のADRとは別に、民間型のADRも盛んである。前出
の非営利型ADRの最大の規模を誇るのはアメリカ仲裁協会（AAA）であ
る13）。AAAは、全米 35か所で仲裁や調停を提供して、年間約 6万件の紛
争を処理している。そのほか、法律事務所、企業等様々な民間団体がADR�
による紛争処理を行っているが、最も多くの事件を扱っているのは世界最大
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手の民間ADR機関である JAMSである。JAMS�は、西海岸を拠点とするジ
ャムスと、ボストンを拠点とするエンディスピュートが、1994 年に合併し
てできた最大手のADR営利企業であり、全米で 27の事務所と約 400 名の
中立的第三者を擁する。JAMSの事務所は 14の州と 30以上の都市にまた
がり、ADRの外に中立的第三者の研修等も行っている。もともとは、eBay
のようなウェブサイイトでの売買によるトラブルを対象としていたが、取り
扱う範囲は拡大している。小規模な、たとえば二者間の人身傷害の調停から
複雑で複数の当事者による数百万ドル規模の仲裁まで取扱う。扱う事件の種
類は、証券、契約、保険、貿易等多岐にわたるが、10％～15％が環境に係
る事件であり、増加傾向にある。JAMSの扱った事件の 90％は解決してい
る。年間取扱件数は約 18,000 件で、2時間 500 ドルの固定価格でビデオ会
議システムを利用したOnline� Dispute� Resolution�（ODR）を行い、2020
年 9月には約 9割がオンラインADRとなっている14）。

　（3）訴訟付属型ADRの手続としては、仲裁や調停のほかに、以下のものがあ
る。
　コンヴィーニングConvening とは、紛争解決の第 1段階として行われる
手続であり、中立的な立場の第三者（中立的第三者 neutral）は、当事者と
ともに、ADRの利用が適当か否かを探り、もっとも紛争解決に適当と思わ
れる方法を助言するものである。
　早期中立評価 Early�Neutral�Evaluation（ENE）は、訴訟手続の極めて早
い段階（多くの場合、提訴があると自動的に）に中立評価人が、当事者双方
による事案と証拠の概要の陳述を受けた後、争点を確定して事案の評価を告
げ、当事者間の和解を促進するものである。その評価・勧告などは当事者に
対して拘束力を持たず、また事後の訴訟手続にも影響を及ぼさない。早期中
立評価は、当初裁判所付設の手続として試みられたが、現在は、民間団体な
どによるADRとしても利用されている。
　ファクトファインディング Fact� Finding は、中立的第三者が情報を集め
て、事実調査を行うものである。
　略式陪審裁判 Summary�Jury�Trial は、陪審員の面前で、弁護士から主張
と証拠（証人尋問はしない）が提出された後、陪審員により拘束力のない勧
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告的な評決が当事者、弁護士に示され、これを参考に当事者間で和解協議を
行うというものである。他の手続と異なるのは、トライアルの手続がほとん
どそのまま踏襲されるということで、素人集団である陪審員が弁護士の主張
を判断評価することに批判的な意見も多い。
　ミニ・トライアルMini-Trial は、訴訟の継続中に行われ、当事者双方が、
中立的第三者と当事者双方の和解権限のある立場の者で構成されるパネルに
対し、簡易な方法で事案を陳述する手続である。中立的第三者は、訴訟事件
を担当している裁判官または両当事者が選定したマジストレイト・ジャッジ
（治安判事）ないし特別補助裁判官の中から、すなわち、裁判所の中から選
ばれる。陳述後に時間制限が設けられて和解交渉がなされ、合意が成立しな
い場合は中立的第三者が勧告意見を提示する。いずれの当事者からも異議が
出されないとき当該勧告意見は判決と同じ効力を持つ。異議が出されると、
訴訟手続を再開・続行することができる。経営的・経済的な考慮が必要なビ
ジネス紛争に多用される。
　和解判事 Settlement� Judge は、当事者が事案解決に向けて交渉すること
を助けるために任命される判事であり、事件の裁判結果について予測を行う
が、実際の裁判には携わらない。

　（4）ニューヨークでは、ニューヨーク州統一裁判所システム裁判外紛争解決
局（OADR）の一部門のコミュニティ紛争解決センタープログラムが、ニュ
ーヨーク州のすべての郡にある独立した非営利機関であるコミュニティ紛争
解決センター（CDRC）に公的資金を提供している。そして、すべてのニュ
ーヨーク住民に無料で手頃な価格の紛争解決サービスへのアクセスを提供し
ており、これには調停、仲裁、複数当事者間の円滑化、トレーニング、紛争
のコーチング、回復の実践などが含まれ、裁判所と連携してうまく機能して
いる。CDRCに付託された事件の約半分は、法廷からのものであり、残り
の半分は、自己申立て（多くの場合以前のクライアント）と、法執行機関、
法律サービス、学校などのコミュニティにサービスを提供する他の組織から
の紹介で構成されている。毎年、統計レポートが提出されている15）。

　（5）しかし、アメリカでは、訴訟付属型ADRの運用と影響に関する継続的な
データ収集を必要とする法律や裁判所の規則が一般的に存在しないため、多
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くのアメリカの州では、調停や訴訟について単発的に研究者の収集した統計
はあるものの、継続的に収集された統計を持っていない。CDRCのような
レポートは稀少である。
　さらに、データ比較が制限される可能性があり、その例の 1つとして、
州により調停の「成功」をどのように定義するかが統一されていないことが
ある。たとえば、調停で事案が解決した場合にのみ、調停が成功したとみな
す州がある一方で、最後の調停セッションから 30日または 60日以内に解
決されたケース、および /または最初の調停セッションが行われる前に解決
されたケースを含む州があるのである。

　（6）（2）で記載したとおり民間での拡大が、州裁判所における司法型ADRに
波及して、2014 年にミシガン州でODRの第一号が始まり、同州ではその
後も着実に数を増やしている。図 7のとおり、オハイオ州は 2番目に始ま
っており、全米では 2019 年には 66の裁判所でサイトが開かれている16）。
　ODRの実装を進めたいと考える州裁判所に対し、NCSC（National�
Center�for�State�Courts）が情報及び資金等のリソースを提供している。
　プログラムによって、調停の使われ方が異なることがあり、「必須」また
は「自動」プログラムは、ほとんどの場合、提訴された場合に調停を既定の
プロセスにしているが、当事者が調停に同意した場合、または裁判所が当事
者に調停を命じた場合にのみ調停を開始させるというプログラムもある。
　司法型ODRは、図 8のグラフにある 14の類型の事件につき開かれてい
る。グラフの類型名のあとの数字はその類型を扱うサイトの数である17）。

5　オハイオ州のADRと司法型ODR18）

　（1）　アメリカ中西部に位置するオハイオ州は北部地区と南部地区に分けられ
る。
　北部地区Northern�District では、1992 年からマルチドアADRプログラ
ムが実施されている。オハイオ州北部地区の地方ADR規則は、北部オハイ
オ地方民事規則の 16.4 から 16.7 に規定されていて、北部オハイオは、早
期中立評価 Early�Neutral�Evaluation�（ENE）、調停、仲裁、略式陪審裁判、
略式ベンチ裁判（裁判官のみによる裁判）の 5つのADRプロセスを提供し
ている。



Online�Dispute�Resolution�in�the�United�States�American�
Bar�Association�Data�Visualization
https://www.americanbar.org/
content/dam/aba/administrative/center-for-innovation/
odrvisualizationreport.pdf

図 7　State�Expansion�of�ODR�Sites�2014-2019
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　2005 年 10 月 29 日にオハイオ州で採択された統一調停法（UMA）は、
他州と同様に守秘義務を主に規定している。
　民事訴訟は、次の場合に調停に付託することができる：1）証拠開示の状
況で当事者が事件の有利不利を一般的に認識している場合、または 2）任意
の早い時期に、当事者の合意と裁判所の承認がある場合である。すなわち、
自動であるいは強制的に調停になるのではなく、証拠開示の保留中の当事者
との協議による裁判官による付託、証拠開示の保留中の当事者のいずれかの
申し立てを基にした裁判官による付託によって当事者は調停を求めることが
できる。



図 7と同じ

図 8　ケースタイプごとのODRサイトの数
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　2010 年 6月～2011 年 6月には、290 件が、ADR調停（187 件）、和解
協議�（99 件）、略式陪審およびベンチ裁判（2件）、早期中立評価（1件）、
仲裁（1件）に付託された。
　1992 年 1月 1日以降、� 2015 年まで 7,743 件が ADRプログラムに付託
され、7,572 件が終了した。そのうち、約 34%が ADRによって解決され
た。
　　ADRによって解決された事件、1992 年～2015 年
　　　ADRの前に取下げ　　　479　 6%
　　　ADRの前に解決　　　1,235　16%
　　　ADRで解決　　　　　2,552　34%
　　　裁判に差し戻し　　　 3,306　44%
　　　合計�　　　　　　　　7,572

　（2）　オハイオ州南部地区 Southern�District
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　　ア　オハイオ州南部地区は、州都コロンバスを含むフランクリン郡その他の
地区であり、その地方規則 16.3 は、限られた例外を除いて、民事事件を�
ADRプロセスに付託する権限を裁判官に付与している。この法律は主に
守秘義務を規定しており、オハイオ州改正コードセクション 2710.01-
2710.10. に記載されている。オハイオ州南部地区は、2013 年 2月 21 日、
民事訴訟における裁判外紛争解決のための補足手続を採択した。
　規則 16.3 によると、適格なケースであるすべての民事紛争は、初期の
公開を免除された事件を除き調停に付託される場合がある。これは次のよ
うな事件である。i）行政記録の審査のための訴訟、ii）連邦法に起因する
物権の没収訴訟、iii）犯罪の有罪判決または判決に異議を唱えるための人
身保護令状またはその他の手続きの請願、iv）アメリカ、州または州の下
位区分の拘留者から弁護士を付けずに起こされた訴訟、v）行政上の召喚
状または召喚状を強制または無効にするための訴訟、vi）給付金の支払い
を回収するためのアメリカが提起する訴訟、vii）アメリカによるアメリ
カが保証する学生ローンの回収のための訴訟、viii）別の裁判所での手続
に付随する手続、及び ix）仲裁裁定を執行するための訴訟。
　以上のうち、ADRの補足手続としては、次の 5つの例外のみ規定され
ているので、調停はこれらの事件のときに付託される。a対物没収訴訟、
ｂ人身保護令状の申請、ｃ収監者の本人訴訟、ｄアメリカによる学生ロー
ンの支払い請求訴訟、e他の別の裁判所の補助的な手続。
　調停は裁判官による付託で始まるが、当事者は、調停を希望し裁判官に
伝えることができる。

　　イ　少額訴訟部は、市裁判所の 6,000 ドル以下の金銭的損害に対する請求
である少額請求事件を主に処理している。この部門は、少額訴訟に関する
情報、書式、説明およびビデオを提供するとともに、個人が少額請求書式
に記入するプロセスをガイドするオンライン�フォーム�ビルダーを立ち上
げ、多くのユーザーに活用されている。
　少額訴訟部には、ジャッジとマジストレイト・ジャッジをサポートする�
6 人の常勤職員がいて、ほかに調停者が 3名いる。以上のスタッフが
2019�年に 4,895 件の小額請求事件を扱った。少額訴訟部内の紛争解決局
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は、一般および小額訴訟部門の事件の調停を調整し、早期の事件解決を促
進するために、オンラインの交渉および調停プラットフォームも設けてい
る。当事者は、対面、電話、またはオンラインで調停に参加できる。調停
申し立ての書式と説明書は別紙（p26～30）のとおりであり、対面に限ら
れないから、海外居住者の利用も可能である。同局は 2019 年に合計
2,459 件（少額訴訟事件の 50％）の調停を扱った。少額訴訟部門および
紛争解決局は、法廷コミュニティと協力して、情報、サービス、および民
事司法へのアクセスを強化している。同局はまた、裁判所に付属した調停
者のためのODRトレーニングを開発したが、これはニューヨーク統一裁
判所システムにしたがったものである。

　　ウ　また、オハイオ州立ロースクールとキャピタルロースクールの学生が調
停コース /クリニックの授業の一環として調停を行っている。学生は指定
された日時に裁判所に行き、当日予定された調停事件の中から割り当てを
受け、1～2名ずつで調停を担当する。同席で事情を聴取した後に、各自
の判断によって同席調停・別席調停が選択されている。合意ができた際に
は、調停担当裁判官が当事者に内容を確認して調停が成立する。

　　エ　紛争解決部門は、その調停の大部分を無料で提供するが、例外として、
司法省には、最初の申請は無料であるが、その後は申請ごとに�15�ドルの
費用がかかる提訴前調停サービスがある。ビジネス-ビジネス /ビジネス-
コンシューマー向けの事前申請のCheck� and� Account� Resolution�
Service�（CARS）では、調停を通じて企業や消費者が未払債務を解決する
のを支援している。

　　オ　少額訴訟部において立退き請求事件の数は多く、マジストレイトジャッ
ジは、大規模な立退き事件が強制執行等で裁判所に与える影響を軽減する
ため、事件の当事者に幅広いサービスを提供して支援している。まず、治
安判事局は、コミュニティ調停サービス、コロンバス法律扶助協会の入居
者擁護プロジェクト、及び立退き事件の当事者を支援するためのフランク
リン郡職業家庭サービス局の PRCプログラムと当事者が接触できるよう
にするため、裁判所内の立ち退き法廷の外にスペースを提供している。マ
ジストレイトジャッジは、これらのプログラムやその他の公的プログラム



図 9　スタッフが仲介する裁判官 /治安判事事件

2018�Mediation�Results�Franklin�County�Municipal�Court19）

請負業者が仲介する裁判官 /治安判事事件
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に頻繁に事件の解決を請け負わせているが、これらのプログラムは、ホー
ムレスなどの社会的コストを含む立ち退きのコストを削減するのにも役立
っている。
　この調停はおおむね好意的に受け止められている。

6　��中央オハイオのコミュニティ調停サービス（Community�Mediation�Service�
CMS）20）

　（1）フランクリン郡では毎年 19,000 件以上の立ち退き請求が提起されている。
CMSはフランクリン地方裁判所と協力して、住宅安定化及びホームレス防
止プログラムを通じて、家賃を滞納している最も貧しいテナントとその家主
との間の立退き事件の解決を請け負い、立退き率の低減に貢献している。
　この住宅安定及びホームレス防止プログラムは、CMSがフランクリン郡
地方裁判所から、立退き聴聞会の間、裁判所で毎日テナント /家主調停サー
ビスを提供する承認を得たことから始まった。ホームレスの人や低所得の入
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居者に、自発的な支払計画を立てたり、調停へアクセスできるよう、2時間
の立ち退き防止教育ワークショップを提供している。オハイオ州中部に住ん
でいる個人のための調停サービスにかかる費用は、必要な援助の種類および
/または異議申立人の世帯収入に応じて、無料でまたはスライド式料金ベー
スとなり、調停が適切な紛争解決手段であるかどうかを判断するための最初
の協議は無料である。
　コロンバスの法律扶助協会は、法的防御のないテナントを支援するために�
CMSに依存している。CMSプログラムの費用はひと家族あたり 300 ドル
であるのに対して、法律扶助協会で緊急シェルターの提供と再収容にかかる
費用はひと家族あたり約 3100 ドルかかるからである。

　（2）また、CMSは、メディエーターになるための教育をしている。まず、2
日間の基本調停トレーニングで次のことを学ぶ。

　　a　家族、職場、コミュニティで発生するものを含む、紛争当事者が幅広い
紛争を解決するのをどのように支援するか。

　　b　調停が特定のケース /紛争当事者に適しているかどうかを判断するため
の基準 /戦略。

　　c　論争者が有意義に調停に参加できるよう効果的に準備する方法。
　　d　紛争の起源とダイナミクス。
　　e　調停者が紛争の解決を促進するために特定しなければならない、紛争に

関する�3 つの重要な情報。
　　f　すべての調停が通過する 7つの段階と、それらを通じて紛争当事者を導

く方法。
　　g　メディエーターの倫理。
　　h　紛争当事者が調停中に自分の感情を効果的に管理できるようにする方法。
　　i　紛争当事者の合意書の起草方法。

　オンライン・トレーニングは Zoomを使用してライブで開催され、登
録とコース教材はCMSの仮想オンラインプラットフォームである
Thinkific を通じて提供される。
　費用は 395 ドルで、継続教育21）で獲得した単位は、ほとんどの職業で
利用できる。
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　（3）CMSの 2日間の基本調停トレーニングを修了した場合は、有料の調停者
テストおよび認定プロセスに参加することができ約 6～8週間にわたって
CMSの経験豊富なトレーナーが候補者と 4回面談することになる。オハイ
オ州を含むほとんどの州では、調停実務者に必要な標準化されたライセンス
や認定がないため、CMSメディエーター認定資格は、メディエーター（お
よびその雇用主と見込み顧客）が、筆記試験と業績評価試験の両方に合格し
て実証したこと、及び� CMSメディエーターの主要な教義を理解しているこ
とを確認するのに役立つことを主な目的としてとしている。
　CMS�認定プロセスは次のとおりである。

　　a　3時間の筆記試験準備セッション 1回（CMSの 7段階の促進的仲介モ
デルの詳細なレビューを含む）。
　1回の 3時間の調停ロールプレイ評価テスト準備のためのセッション
（複数の競合シナリオを使用した 90分 7段階の調停プロセスを通じて、
候補者が 2人の模擬紛争当事者を導く実践形式の 1対 1のコーチングを
含む）。

　　ｂ　候補者の調停プロセスの理解度を評価する 90分の筆記試験 1回。筆記
試験は、受験者とともに採点、およびレビューされる。

　　ｃ　メディエーションロールプレイテストが 1回実施され、受験者ととも
に採点、およびレビューされる。受験者は、模擬調停セッションを通じて
2人の模擬紛争当事者を導き、経験豊富なCMSトレーナーによってその
パフォーマンスが採点される。テープは、受験者が後で確認できるように
このセッションは録音される（テストの完了と採点フィードバックセッシ
ョンを合わせると、通常は約�3�時間かかる。）。

　　ｄ　CMS認定プロセスの完了時に、CMSからの正式な認証書が候補者に提
供される。
上記の認定プロセス全体の総費用は、1人あたり 1,200 ドルである。

　（4）そのほかCMSでは、個人的および専門的な論争を平和的かつ丁重に解決
する方法とか、クライアント、従業員、上司、同僚、ベンダー、家族（例：
親 /10 代）、および隣人との論争をうまく解決する方法というようなことを
テーマにした 1日終了の個人向け教育も Zoomで行っている。
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　近隣調停センターを運営する慈善団体は、当事者の対話の促進と揉め事の
解決を通じCommunity の再建を行うことも考えているという。更に学校や
家庭における対話の促進のため出張教育も行っている。調停の理念として、
紛争は当事者自身が話合によって解決するのが一番であり、紛争当事者間の
話合を促進するのが調停の役割であるという考えが強調されていて、その考
え方の下では基本的に当事者の法的主張の当否を評価したり前提事実の調査
は行わず、当事者のニーズを当事者自身に発見させ、またこれらに対応した
解決（特に今後の当事者間の関係形成に重点が置かれる）を当事者自身に掴
み取らせることを目指している。更に学校や家庭における対話の促進のため
出張教育も行っている。なお、調停や仲裁は、法律を適用する仕事ではなく、
話合や合意を援助する仕事だから、ということで法律業務には当たらず、弁
護士法にも抵触しないと考えられている。

7　以上のオハイオ州での状況を踏まえると、インターネット等を利用したオン
ライン上で実施する紛争解決手続ODRによりADRへのアクセスが格段に向
上すると考えられるところ、ODRには、次のようなものが考えられる。1つ
はオンライン交渉であり、メール等の非同期のコミュニケーションから、同期
的なチャットやビデオ通話まで、利用する技術により多様な方法を選択しうる。
また、オンラインメディエーションでは、中立的な第三者がメディエーターと
して関与し、三者間の対話をチャット形式で促進したり、ビデオ会議システム
を利用してオンライン上で対話をする。
　ODRは、ADRの特長（手続の柔軟性、簡易・迅速性、非公開性、紛争内�
容に応じた専門家の活用等）に加えて、当事者及び手続実施者（調停人）が話
合いの都度一同に会する必要がなく、時間的・場所的な制約を受けず、利便性
に富む。このため、紛争解決に要する経済的、時間的なコストが大幅に削減さ
れ得るとともに、手続実施者である専門的な人材の確保も容易となる。また、
災害による交通途絶や感染症の拡大による行動制限が生じた状況下でも十分に
機能し得る。法務省は、当事者双方の納得が得られる形で早期の合意に至るこ
とができるよう、関係団体等と協力して、ODRの前に当事者間の交渉等の場
を適切に設計する事業者の参入を支援する計画のようである22）。当事者間で交
渉できる場を用意し、当事者間交渉を支援することは、当事者双方の納得が得
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られる形で早期の合意に至ることが期待できるケースも考えられるし、手続実
施者の関与なく解決できることから紛争解決コストの面でも有用であると考え
られる。調停に当たって、当事者が、解決の目安のため、外部情報を用いるこ
とは、通常の調停でもあり得ることであり、問題はないと考えられる。
　ADR手続段階で、施行者が、当事者の採り得る複数の選択肢を類型的に自
動提示する方法を用いることは、任意の選択ができる状況であれば、自発的解
決の趣旨に反せず許されるであろう。が、調停には守秘義務が課せられ、
ADR手続を通じて得た情報の管理・提供・活用等に関しては厳格な対応が求
められるため、ADRが不奏功の場合に訴訟への連携を阻んでいる。
　プラットフォーム型の EC（electric� commerce インターネットを利用した
小売りビジネス）において、ODRを設けるべき規範的要請はあると思われる
ところ、既に、一部の事業者が導入しているプラットフォーム上の当事者間の
トラブルの解決促進等の仕組みが一定の成果を上げていることから、そうした
先行事例のコストと利便性及び権利保護の実効性を参考にすることができる。
プラットフォーム型の ECを介した消費者取引についての消費生活相談23）を見
ると、非対面取引であることを背景として、個人のユーザーの利用が多い点に
特徴が見られ、比較的少額の取引に関連したトラブルが当事者間での任意の解
決につながりにくいこと、�取引の相手方へアクセスするための情報が限られて
いることなど、紛争解決上の制約がある。こうした現状に鑑みれば、プラット
フォーム型の ECを介した消費者取引は、� ODR� の活用が期待される分野の一
つであるといえる。その際、取引当事者の連絡先や取引の記録、当事者間のや
りとり等、紛争に関する情報をプラットフォーム事業者が把握していることが
多いことを考慮することが重要である。また、将来は、プラットフォーム型の
ECに係るODRについては、当事者間の紛争解決・被害回復の仕組みとして
の正当性の確保に関する対応も図られるよう、促していくことが重要である24）。

8　ADRに対し、弁護士に利用への偏見がないかも検討する必要があるかもし
れない。
　アメリカでも、1970 年代当初は調停については懐疑的な弁護士が多かった
が、裁判所に関連した調停が始まるにつれ、30年間のうちに次第に協力的に
なっていった。その取り組みは、①懐疑的な弁護士にクライアントとの調停セ
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ッションに出席させて、どのように進行しているのかを体験する、②弁護士の
同僚が調停を利用していたことを公表する。③企業内で働いていた「社内」弁
護士による調停のための支援を組織する。④調停プログラムの運営に関する弁
護士の正当な懸念に耳を傾け、対応する。②について、研究者らは、会社法部
門の他の部門が調停を使用する場合、弁護士は調停を支持する傾向があり、会
社法部門の他の人が頻繁に利用しない場合はそうではないといわれている。他
の弁護士がADRを利用しているという認識は、広報活動、特に弁護士が� 読
んだ出版物の記事、ロースクールの調停コースのリスト、弁護士会委員会の活
動など、さまざまな方法で生み出されるであろう25）。この過程は、ADRを利
用する弁護士についても参考になるものと思われる。
9　まとめに代えて
　（1）民間型ADRでは、専門性のある紛争ではその分野の専門家が担当できる
ことが大きなメリットである。それに加えて、調停を進行させ適切・合法的
な合意に導く技術力が大きな意味を持つので、オハイオのCMSのような教
育機関が望ましい。

　（2）法務省は、諸外国の例を参考にして前記「ODR活性化に向けた取りまと
め」を発表したほか、2022 年に「ODRの推進に関する基本方針」を策定
した。
　欧米諸国では、民間事業者が ECに起因する国内・国際紛争等を取り扱う
ODRを本格的に稼働させているほか、司法型・行政型ODRの導入も進ん
でいる。我が国では、諸外国に比べると、社会実装は遅れていると言わざる
を得ない。例えば、各地の弁護士会ADRセンターやADR法（裁判外紛争
解決手続の利用の促進に関する法律）に基づき法務大臣の認証を受けた民間
ADR事業者において「ウェブ会議型ODR」（対面での話合いを、ウェブ会
議システムを通じた話合いに置き換えたODR）を導入するものが徐々に増
えてきているほか、2020 年 12 月 4日、日本司法書士連合会を主体として、
「司法書士による賃貸住宅トラブルのオンライン紛争解決（Line を用いた無
料チャット相談・オンライン調停システム「Teuchi」による無料チャット
調停）が試験的に実施された。無料チャット相談の相談員及び無料チャット
調停の調停委員は司法書士が担当する。無料チャット調停はテンプレートに
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必要事項を入力して申し込むものであり、今後はそこでの検証が役に立つで
あろう。

　（3）現在も法務省はかいけつサポートで情報を公開しているが、国民の日常
へのODRの浸透のためには、その前提となるADRそのものの認知度向上
が必要となることから、法務省は、関係団体等と連携し、引き続き、ADR
の周知・広報を進める必要がある。国民が、検索エンジンからODRを利用
するための基本情報（自分の直面する紛争は、どのODRを利用すれば、ど
のような形で解決し得るのか�（紛争解決事例）、そのODRでは、どのよう
な流れで手続が進み、どの程度の費用・期間がかかり、どの程度の実績があ
るのか）に容易にたどり着けるよう、法務省は、関係団体等と連携し、既存
のODR（ADR）検索サイトを改善・統合すべきである。
　また、法テラス、国民生活センター・消費生活センター等の相談機関から
ODR機関への情報連携及び情報管理の在り方を検討するとともに、相談・
交渉・調停のワンストップ・サービスを提供するための環境整備をすべきで
ある。
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